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第 1章 市場環境の特徴 

 

図表 1: 英国の概要 

 
（出所）IMF 、外務省等を基に作成 

 

 

図表 2: 英国の主要経済指標 

 
（出所）IMF "World Economic Outlook October 2016"を基に作成 
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単位 2006 2007 2008 2009 201 0 201 1 201 2 201 3 201 4 201 5 201 6

人口 万人 6,083 6,1 32 6,1 82 6,226 6,27 6 6,329 6,37 1 6,41 1 6,460 6,51 1 6,557

名目GDP 億ドル 26,822 30,644 28,989 23,7 7 2 24,31 2 26,1 1 1 26,555 27 ,21 5 30,024 28,585 26,499

1人あたりGDP（名目） ドル 44,096 49,97 4 46,890 38,1 81 38,7 38 41 ,260 41 ,684 42,453 46,47 9 43,902 40,41 2

実質GDP成長率 ％ 2.5 2.6 -0.6 -4.3  1 .9 1 .5 1 .3 1 .9 3.1 2.2 1 .8

消費者物価上昇率 ％ 2.3 2.3 3.6 2.2 3.3 4.5 2.8 2.6 1 .5 0.1 0.7

経常収支 GDP比％ -2.2 -2.4 -3 .5 -3 .0 -2.7  -1 .8 -3 .7  -4.4 -4.7  -5.4 -5.9 

財政収支 GDP比％ -2.8 -2.9 -4.9 -1 0.5 -9.5 -7 .6 -7 .7  -5.7  -5.6 -4.2 -3 .3  

政府債務 GDP比％ 41 .0 42.2 50.3 64.2 7 5.7 81 .3 84.8 86.0 87 .9 89.0 89.0
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第 2 章 金融制度概要 

英国の金融機関は、2000 年金融サービス市場法（Financial Services and Markets Act 

2000）にて定められている。また、銀行は 2009 年銀行法（Banking Act 2009）を根

拠法にしており、預金の受入れ業務を行う許可を得た機関として規定される。 

 

1. 金融機関の種類 

(1) 銀行の業態 

英国の預金取扱金融機関は、銀行（banks）、住宅金融組合（building societies）、

信用組合（credit unions）の 3 つの業態に分けられる。各々、銀行法、住宅金融組合

法、産業・共済組合法及び信用組合法を法的根拠としている。 

英国には郵便貯金銀行は存在しないものの、国民貯蓄投資機構（National Savings 

and Investments, NS&I）という政府の貯蓄金融機関が存在している。他方、窓口業務

を行なう郵便局株式会社（Post Office Ltd .）は郵便貯金の勘定を持たず、独自のリテ

ール金融商品も取り扱っていない。NS&I や民間金融機関が提供する貯蓄商品やリテー

ル金融サービスの窓口販売での提供は行なっている。 

 

図表 3:  英国における金融機関の主な組織形態 

 

 
（注）機関数について、銀行と住宅金融組合が 2016 年 12月末、信用組合は 2016 年 6 月末.銀行の機関数は英国籍の銀行の   

みで、他の EU 諸国及び非 EU の銀行は含まない。 

（出所）銀行数：イングランド銀行ホームページ「Institutions included in the United Kingdom banking sector 」 

    http://www.bankofengland.co.uk/pra/Pages/authorisations/banksbuildingsocietieslist.aspx  

    上記出所の銀行数に住宅金融組合数が含まれているため。下記出所による住宅金融組合数を引いて算出している。 

    住宅金融組合数：健全性監督機構（PRA）ホームページ「Banks & building societies lists」 

    http://www.bankofengland.co.uk/pra/pages/authorisations/banksbuildingsocietieslist.aspx  

信用組合数：The Association of British Credit Unions Ltd (ABCUL) ホームページ「Facts and Statistics」 

    http://www.abcul.coop/media -and-research/facts-statistics 

 

(2)  銀行（banks） 

IMF の推計では英国の金融機関全体の資産規模は20兆ポンド近くあり、これはGDP

(Banks)
70 2009

(Building Societies)
44 1986

(Credit Unions)
334

1965

1979
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比 10 倍以上に匹敵する（2015年 12月末）1。そのうち、銀行が 75％を超すシェアを

占める。 

銀行の中ではバークレイズ（Barclays）、ロイヤルバンク・オブ・スコットランド

（Royal Bank of Scotland, RBS）、ロイズ・バンキング・グループ（Lloyds Banking 

Group）、HSBCが総資産ベースで 4 大銀行と称されている。4 大銀行の総資産は、外

国金融機関を含む全金融機関の総資産のうち約 6 割を占める。 

銀行は、銀行法に基づき通常、株式会社形態を取っている。預金口座や住宅ローン、

クレジットカードの提供以外に、投資信託や保険の販売も可能である。証券子会社を

通じた証券サービスの提供や、プライベートバンクやインターネット専業銀行を子会

社方式で展開することも可能である。また、流通業と提携して、小売業の店舗を窓口

として預金以外にもクレジットカードや消費者信用サービスを提供する銀行もある。 

 

図表 4: 英国における総資産上位行（201 5 年 12 月末、単位は億ポンド） 

 
 

（注）各行の連結財務諸表に基づく。 

（出所）各社財務報告書及び住宅金融組合協会統計（https://www.bsa.org.uk/statistics ）を基に作成 

 

決済性の預金口座としては、小切手が振り出せる当座預金口座、預金口座からの即

時引落しのためのデビットカードが使える基本銀行口座（basic bank account）や、イ

スラム教徒のためのイスラム当座預金2がある。貯蓄商品には、通常の定期預金以外に、

イングランド銀行（Bank of England, BOE）の基準金利に連動した利子を付する預金

口座もある。また、非課税の個人貯蓄口座（Individual Savings Account, ISA）で運用

される株式投信の販売も行われている。 

 

(3) 住宅金融組合（building societies） 

1970年頃まで英国における住宅金融は、国や政府系金融機関ではなく、民間の貯蓄

                             
1 IMF 金融セクター評価プログラム ñFinancial Sector Assessment Programò、June 2016 
2 イスラムの教義に則った預金管理を行う口座。金利は付かないが、口座維持手数料もなく、ATM やインターネットバンキ
ングが利用可能。 

8,169 3,054

RBS 8,154 3,712

8,067 4,180

HSBC 7,279 3,570

6,405 3,974

1,971 47

382 38

341 26

TSB 316 259

302 264
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金融機関である住宅金融組合がほぼ独占的に担ってきた。1986年の金融ビッグバンを

契機として商業銀行が住宅金融に進出すると共に、1986年の住宅金融組合法改正によ

って住宅金融組合にも住宅ローン以外の業務取扱いが認められることになった。また、

同改正は、それまで相互組織しか認められていなかった住宅金融組合の株式会社化（銀

行化）を可能とし、1980 年代後半（1989 年にアビー・ナショナル住宅金融組合が銀

行化したのが最初）から 1990年代にかけて、大手住宅金融組合が銀行に転換したこと

で、相互組織としての住宅金融組合のシェアは大きく低下することとなった。 

住宅金融組合協会（Building Societies Association）によると、同協会には、全国 44

の住宅金融組合及び消費者協同組合といった協同組織所有の預金・ローン取扱機関が

加盟している（2016 年 11月末）。総資産は 3,382 億ポンド、住宅ローン残高は 2,662

億ポンドである（2015年 12月末）。支店数は 1,551、ATM は 1,437台である3。 

現存している住宅金融組合のうち、最大のシェアを有しているのがネイションワイ

ド住宅金融組合（Nationwide Building Society）であり、5,201億ポンドの顧客向け住

宅ローン貸出残高を誇っている（2016 年 10 月 5 日時点）。ネイションワイド住宅金

融組合は、2008 年にチェシャー住宅金融組合とダービーシャー住宅金融組合と合併し、

2009 年にダンファームリン住宅金融組合と合併した結果、住宅金融組合における住宅

ローン貸出残高シェアは 6 割近くに達している。ネイションワイドに次ぐ住宅金融組

合として、ヨークシャー住宅金融組合（Yorkshire Building Society）、コベントリー住

宅金融組合（Coventry Building Society）等が知られているが、ネイションワイドと比

べると 1/8 以下のシェアしかない。上位 5 社の総資産合計は住宅金融組合の総資産合

計の 88.7％（2015年 12月末）である。 

 

(4) 信用組合（credit unions） 

信用組合は、「1965年産業・共済組合法」（Industrial and Provident Societies Act 1965）

及び「1979年信用組合法」（Credit Unions Act 1979）を根拠法として設立されている。

信用組合は英国におけるリテール金融機関としての役割を果たしている一方、大手銀

行を中心とする銀行の寡占市場となっている英国において、総資産シェアは 1％未満に

とどまっている。 

 

①組織の概要と経営状況 

信用組合は、組合員による経営・運営が行われており、組合員の中から無給で経営

に従事する理事が選任されている。信用組合によっては職員もボランティアで運営し

ている場合もある。信用組合に口座を持っている者は「共通の絆（common bond）」

に基づいて、等しく組合員の資格を有しており、預金残高の大小にかかわらず、1組合

員が 1 議決権を有している。そもそも信用組合は金融排除の問題に対処するために設

立された経緯があり、英国においては 1960年代に、カリブ海の植民地の国々やアイル

ランドからの移民を対象に生まれた仕組みであった。そのため、現在でも信用組合の

組合員の多くは、社会的に不利な立場にある人々であるとされている。 

信用組合の規模は様々であり、組合員数が 200 人程度の小規模な信用組合がある一

方、グラスゴー信用組合のように組合員数が 30,000 人を超える規模のものもある。

                             
3 Building Society Association Yearbook 2016/17 

https://www.bsa.org.uk/information/publications/industry -publications/bsa -yearbook-2016-17 
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信用組合における主な「共通の絆」は地域や職域等であり、4 分の 3 の信用組合は地

域を基礎として組織されている。例えば、信用組合の多いグラスゴーには 35の信用組

合が存在し、人口の 20％以上が信用組合の組合員になっている。グラスゴー全体を商

圏としている信用組合もあれば、グラスゴーの特定の住宅街のみを商圏としている信

用組合もあり、信用組合の多様性がうかがえる。 

 

②社会的役割と政府の関与 

英国の信用組合は、一定地域の住民や企業が金融サービスから疎外・排除されてい

る問題を解決する観点から、その発展や役割の拡大が期待されている。国や地方自治

体からの支援も行なわれており、税制上の優遇や補助金による助成も行なわれてきた。

こうした助成策等を背景に、信用組合の数は 1980 年以降急増し、さらに 1990年代後

半に入ってブレア政権が金融アクセス向上の観点から金融排除問題に取り組むように

なると、信用組合に対する注目度は高まった。近年はプルーデンス規制の観点から信

用組合経営が持続可能であることが強く求められており、英国における信用組合の約

70％が加盟する英国信用組合協会（Association of British Credit Unions Limited , 

ABCUL）によれば信用組合の数自体は減少傾向にあるものの、組合員数は増加してお

り、1994年に約 14万人であった組合員数は 2009 年には約 76万人、2015年には 128

万人まで増加した4。 

補助金以外の政府支援としては、金融排除があるとされてきた地域で、雇用年金省

が企業の成長を支援する融資促進のために、成長ファンド（The Growth Fund）と称

する資金と運営費を 2004 年から 2010年までの期間、これらの地域で活動する信用組

合に対して提供した例がある。 

現在も政府は、信用組合を低所得者層に融資を行うための金融インフラと位置づけ、

支援を続けているが、政府に補助金等を通じた支援を永続する意図はないと考えられ

ている。なお、信用組合は法人税の面においても優遇されており、貸出を通じた収益

に関しては非課税措置が取られている。 

 

③信用組合の経営実態 

信用組合が取り扱っている主な金融商品は、①affordable credit（低金利の個人ロー

ンで 2012 年からは事業目的でも活用可能になった）、②safe savings（預金保険の対

象となる預金）、③保険（生命保険も扱う）、④住宅ローン（大規模な信用組合のみ、

信用調査会社等を活用して審査を実施）、⑤貯蓄口座等（Cash ISA, Childrenôs Savings, 

Christmas Accounts）等である。 

英国信用組合協会（ABCUL）によれば、会員の信用組合全体で 12.2 億ポンドの預金

と 7.8 億ポンドの貸出残高があり、全会員のうち 3 万 5,000 人以上が信用組合で当座

預金（決済性口座）を持っている（2016 年 6 月末）5。大手の信用組合によっては、

デビットカードの発行や公共料金の電子的な支払手段の提供を行なっている。 

なお、信用組合が提供しているローンは、「共通の絆」を前提として、個人の信用

力に着目した審査が行われており、クレジットスコアリングのような手法はほとんど

見られない。それは、職域を「共通の絆」としている信用組合であれば、利用者の給

                             
4 ABCULウェブサイト www.abcul.org/media -and-research/facts-statistics 
5 ABCULウェブサイト www.abcul.org/media -and-research/facts-statistics 
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与振込とその他出入金の状況から資金の流れをつかんでおり、十分な審査が可能とな

っているためである。 

 

(5) 国民貯蓄投資機構（National Savings and Investments, NS&I） 

国民貯蓄投資機構（NS&I）は英国最大の貯蓄機関で、約 2,600 万人の顧客から預か

った資金を政府債等で運用している。運用総額は 1,351億ポンド（2016 年 3 月末）6。

NS&I は当初、1861年に設立された郵便貯蓄銀行（Post Office Savings Bank）を母体

としていたが、1969 年の郵政省公社化に伴い、郵便貯蓄銀行の管轄が財務省外局の国

民貯蓄庁（Department for National Savings）に移管され、国民貯蓄銀行（National 

Savings）と改称された。その後、国民貯蓄銀行は 1996 年に財務大臣の執行機関とな

り、2002 年の機構改革によって名称が NS&I と変更された。 

NS&I が提供している商品は、ISA や貯蓄口座の他、各種の貯蓄債券である。預金は

100％保証される仕組みとなっている。貯蓄債券には、プレミアム・ボンドや年金受給

者向け債券などがある。プレミアム・ボンドは、英国国債の金利部分が当せん金とし

て購入者に再分配される仕組みで、購入者は金利を受け取れない代わりに、抽選で最

大 100 万ポンドの当せん金を受け取る権利を得る。年金受給者向け債券は、2014年度

予算の中で、NS&I が 2015年 1-5月に発行した。 

 

図表 5: NS&I における商品別販売残高（201 6 年 3 月末） 

 
（出所）NS&I「Annual Report and Accounts and Product Accounts 2015-16」を基に作成 

  

                             
6 NS&I ウェブサイト http://nsandi -corporate.com/about -nsi/our -performance/our -annual-report -and-accounts/ 
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図表 6: NS&I におけるチャネル別販売額の推移 

 
（注）郵送（Post Office）とは、郵便局設置の郵送要申込書による販売。 

（出所）NS&I  「Annual Report and Accounts and Product Accounts 2015-16」を基に作成 

 

 

NS&I は独自の店舗網を持たないため、電話やデジタルチャネルによる直販のほか、

以前は郵便局の窓口を通じた委託販売を主な販売チャネルとしていた。しかしながら、

デジタルチャネルを通じた直販主体に切り替える方針を打ち出し、2015年 8 月以降は

郵便局への委託販売を取りやめている7。今後もデジタルチャネルを通じたリテール向

け販売に注力する方針であり、デジタルチャネル経由の販売を全体の 65%から2017-18

年度には 75%以上に引き上げたい考えである8。 

 

2. 監督官庁と指導体制 

(1) 2000 年金融サービス・市場法の成立 

英国はコモン・ロー体系の法体系に属しており、全ての規制領域について成文法が

存在している訳ではなく、業規制についても自主規制や紳士協定が伝統的に尊重され

てきた国である。このような伝統は金融規制においても例外ではなく、英国ではシテ

ィにおける自主規制や紳士協定が重要な役割を果たしてきた。証券規制の領域では、

金融ビッグバンの一環として、「1986年金融サービス法」（Financial Service Act 1986）

が制定されたものの、同法の施行以降も「2000 年金融サービス・市場法」（Financial 

Services and Markets Act 2000 , FSMA）が施行されるまでは、自主規制の伝統が巧み

に維持されてきた。 

2000 年金融サービス・市場法成立の背景には、1990 年代の英国における金融コン

グロマリッド形成による金融サービスの拡大と、1992年に締結された欧州連合（EU）

                             
7 NS&I ウェブサイト http://nsandi -corporate.com/about -nsi/  
8 NS&I ñAnnual Report and Accounts and Product Accounts 2015-16ò 
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条約（Treaty on European Union）9によって「特に、内部国境の無い地域の創造、経

済及び社会の結束の強化、経済及び通貨の連合の設立、究極的には本条約の規定に従

い統一通貨の実現を通じて、調和的で持続可能な経済社会の発展を推進すること」10が

掲げられたことなどを契機とした単一市場形成に向けた動きが加速する中、英国にお

いても EU 指令への対応の必要が生じるようになったことや、EU 域内外の金融機関が

英国国内で活動する機会が増えてきたこと等の事情がある。更に、グローバル化が進

み、1986年金融サービス法及び自主規制の限界が議論される中、金融不祥事が続発し

たことで金融監督のあり方が問われることとなった。 

1997年に政権についた労働党ブレア政権は政権発足後直ちに、金融機関の監督を担

当する金融サービス機構（Financial Services Authority , FSA）を中心とし、金融の安

定を担当するイングランド銀行（BOE）、金融法制を担当する財務省（HM  Treasury）

の三元金融統制体制（Tripartite System）を構築する改革を行う中、規制体系の整備を

目的として 2000 年金融サービス・市場法が成立した。2000 年金融サービス・市場法

の最大の特徴は、これまで業界毎の自主規制に委ねられてきた監督・規制の一元化を

大きな目的の一つとして制定され、銀行、証券、保険等を含む広い業務・商品を規制

する点である11。 

しかし、2008 年の金融危機に接し、この三元金融統制体制については、危機を予見

できなかったこと、また、危機に対し明確なリーダーシップを発揮できなかったこと

等により強い批判があった。2010 年 4 月に「2010 年金融サービス法」（Financial 

Services Act 2010）が制定されたが、同法は、全体で 27条しか存在しない法律であり、

これまでの体制を劇的に変える性質の法律ではなかった。これらの反省を受け、2010

年 5月に成立した保守党・自由民主党連立内閣は、新たな金融規制体制を構築した。 

 

(2)  新たな金融監督体制の構築 

2013年 4 月 1日、英国の新たな金融規制体制の構築等を目的とする 2012年金融サ

ービス法（Financial Service Act 2012）が施行され、新たな金融規制体制が生まれた。

従来は、三元金融統制体制と称され、財務省（HM Treasury）、金融サービス機構（FSA）
12、イングランド銀行（BOE）の三者による金融規制が実施されていたが、住宅金融組

合大手ノーザン・ロックなどがサブプライム問題で経営破綻寸前にまで至った金融危

機を契機とし、この体制の欠陥が露呈した。そのため、2010 年 5月の総選挙で労働党

から保守党・自由民主党へと政権交代した後、オズボーン財務大臣によって金融監督

体制の見直しが検討され、2000 年金融サービス・市場法を改正する形で、2012 年金

融サービス法が成立することになり、新たな規制機関の創設を含む金融規制が定めら

れ、その一環として、金融機関監督を一手に担当していた FSAは、その機能を新たな

機関に移行することになり、FSAは消滅した。 

新たに設置された機関は、金融安定政策委員会（Financial Policy Committee, FPC）、

健全性監督機構（Prudential Regulation Authority , PRA）、金融行為監督機構（Financial 

Conduct Authority , FCA）の 3 機関である。PRAと FCAの機能の大部分は、FSAから

引き継いだものである。 

 

                             
9 Official Journal C 191 of 29 July 1992. 
10 Treaty on European Union, Article B.  
11 FSMA §22, FSMA Schedule2 Part1. 
12 www.bbc.co.uk/news/business-21987829 
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①金融安定政策委員会（Financial Policy Committee, FPC） 

FPCは、BOEの組織の一機関としてマクロ・プルデンシャル（健全性）規制を担当

する。PRAが個々の金融機関の健全性規制、つまり、ミクロ・プルデンシャル規制に

責任を有するのに対し、英国金融システム全体のプルデンシャル問題に対応すること

になる。PRA及び FCAとは異なり、FPCは、金融機関に対しては直接的な規制責任は

負わない。 

FPCの目的は、2009 年銀行法（Banking Act 2009）のもとでの金融安定を目的とす

るイングランド銀行の使命達成に資することである。つまり、システミックリスクを

洗い出し、リスクの除去・軽減に向けての勧告・指示である。 

 

②健全性監督機関（Prudential Regulation Authority, PRA ） 

PRA は、BOE の外局であり、健全性の観点から重要な機関（銀行、住宅金融組合、

信用組合、保険会社、投資会社等）のミクロ・プルデンシャル規制を担当する。これ

らの重要な機関は、PRA認可機関と称される。これらの機関は、健全性については、

PRAに監督され、金融行動については、FCAに監督されることから、2 重に統制され

る機関（dual-regulated firms）とも称される。PRAは、PRA認可機関への日常的な規

制・監督の業務につき、BOE及び FPCからは独立して実施できる。 

  



 

11 

図表 7: 新金融監督体制（2013 年 4 月以降） 

 
（出所）英国財務省資料を基に作成 

 

図表 8: 金融サービス・市場法のもとでの金融監督体制 

 
（出所）全国銀行協会「英国における金融サービス法制の変遷とわが国への示唆」2005 年 4 月 
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③金融行為監督機構（Financial  Conduct Authority, FCA） 

FCAは、従来の金融監督官庁であった FSAの役割・機能の大部分を引き継ぐととも

に、法的後継機関でもある。この機関は、PRA認可機関を含むすべての金融機関の金

融行動について責任を有する。また、PRAが対象としない機関に対する健全性の規制

も担当する。これらの機関は、FCA認可機関とも称される。 

 

3. 英国の金融制度の特徴 

欧州大陸と異なり、英国では銀行と証券の分離を原則としていたが、1980年以降の

金融自由化（ビッグバン）に伴い、欧州大陸の銀行による英国進出本格化を契機に、

ユニバーサルバンキングが英国でも見られるようになった。 

なお、英国では、ユニバーサルバンキングという用語は、一つの機関があらゆる金

融サービスを提供する（業態の垣根を無くす）という文脈で使われる場合以外に、銀

行口座を持てない人々も含めて（あらゆる）万人のための金融サービスを提供し金融

排除を無くすという文脈で使われることもある。後者の観点で、英国政府は社会保障

などの給付金の郵便小切手等での郵送を廃止して口座振込みとするために、2003 年 4

月から口座がない人には郵便局等でカードを使って給付金を引き出せる銀行口座を持

たせる施策を実行した。 

英国には政府系開発銀行は存在しないが、従前から政府が 100％株式を保有する

CDCグループが開発金融機関として機能してきた。CDCグループは株式投資を基本に

据えているが、中小企業等に対しては必要に応じてデット・ファイナンスも提供して

いる。近年の大規模プロジェクトにおいて借入が必要となった場合には、EU の機関の

一つである欧州投資銀行（European Investment Bank, EIB）も活用されている。 

 

4. 預金保険制度の枠組み 

英国の預金保険制度は 1982 年に開始されたが、現在の預金保険機関である「金融

サービス補償機構」（Financial Service Compensation Scheme, FSCS）は、当時の金融

サービス機構（FSA）の認可を受けて 2001 年 12月から補償スキームの提供を始めた。

この補償スキームは、銀行のみならず、証券・保険業などを含む全金融機関を対象と

しており、より包括的な預金者保護のスキームとなっている13。また、金融機関の破綻

処理は担わず、対象金融機関からの保険料徴収や、預金者への支払いのみを行ってい

る。 

従来の預金保険制度においては、2,000 ポンドまでが全額保護され、これを超える

部分については35,000 ポンドまでについて90％を保護するという仕組みであったが、

2007 年 10 月に、この仕組みを撤廃し、一律 35,000 ポンドまで保護の対象とした。

2008 年 10月には限度額が 50,000 ポンドに引き上げられたが、欧州連合（EU）指令

の改正によって EU 加盟国に 100,000 ユーロの預金保険の設定が義務付けられたこと

から、2010 年 10月には 85,000 ポンドまで限度額が引き上げられた（適用は 2010 年

12月 31日から）。限度額は 5年毎に見直されることになっている。ユーロでの限度額

には変更がなかったが、ポンドがユーロに対して下落したことから、PRAは 2015年 7

月 3 日に 2016年 1月 1日より限度額を 75,000 ポンドに引き下げると発表した。 

                             
13 FSCSウェブサイト www.fscs.org.uk/  
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5. 個人資産運用に関わる税制全体の中での預貯金税制 

(1) 利子・配当所得課税 

給与所得等、利子所得、配当所得の順に所得を積み上げて合算し、合算額である課

税所得の各範囲（ブラケット）に適用される税率がそれぞれ段階的に課税される（図

表 9）。ただし、給与所得等への課税には、11,000ポンド（2016課税年度）が標準控

除額として控除される14。 

利子所得は、それ以外の所得が 16,000 ポンド以下であれば、5,000 ポンドまで無税

である。また、基本税率（basic rate）の適用者は 1,000 ポンド、高税率（higher rate）

適用者で 500 ポンドの控除枠がある15。 

配当所得に対しては、5,000 ポンドまで無税で、5,000 ポンドを超える基本税率

（basic rate）は 7.5%、高税率（higher rate）は 32.5%、追加税率（additional rate）

は38.1%である。基本税率と高税率、追加税率が適用される課税所得は図表9の通り16。 

 

(2)  キャピタルゲイン課税 

キャピタルゲイン課税については、全ての納税者に対して年間 11,100ポンド（2015

年度）のキャピタルゲイン控除が認められており、控除額を超えた部分について課税

（分離課税）される。税率は、高税率及び追加税率が適用される所得者には、不動産

売却時で 28％、他の資産売却の場合で 20%である。基本税率適用者に対しては、不動

産で 18％又は 28％、他の資産で 10%又は 20%である。 

 

図表 9: 個人所得税率（201 6-17 年度） 

 
 

（注）個人所得税の課税年度は 4 月 6 日～4 月 5 日 

（出所）HM  Revenue and Custom 資料を基に作成 

 

 

                             
14 GOV.UKウェブサイト www.gov.uk/income -tax-rates 
15 GOV.UKウェブサイト www.hmrc.gov.uk/taxon/bank.htm#1  
16 GOV.UKウェブサイト www.gov.uk/tax -on-dividends/how -dividends-are-taxed 
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（3）個人貯蓄口座（Individual Savings Account, ISA）17 

英国には、従前から株式投資、個人貯蓄に対する優遇措置（｢個人持株プラン｣

（Personal Equity Plan, PEP（1987年導入））と｢特別非課税貯蓄口座（Tax Exempt 

Special Savings Account, TESSA（1991年導入））があったが、1999年 4 月 6 日（会

計年度開始日）にこれらを統合する形で創設されたものが個人貯蓄口座（ISA）である。

当初は、10年間の時限措置としてスタートしたが、2008 年に恒久的な制度となった。

また、2011年 11月 1日からは、チャイルド・トラスト・ファンド（Child Trust Fund、

2002 年 9 月 1日から 2011年 1月 2 日までに生まれた子供が利用）を有していない 18

歳未満の子供が利用できるジュニア ISA（Junior ISA）が導入された。 

ISA 制度は創設当初は、株式型 ISA（Stocks and Shares ISA）、預金型 ISA（Cash ISA）

及び保険型 ISA（Life Insurance ISA）の 3 種類があったが、2005 年に保険型 ISA は

株式型 ISA に統合され、その後若干の変遷を経て 2008 年 4 月からは現在の 2 つの種

類、株式型 ISA と預金型 ISA が提供されている。 

このような中、2014-15年度予算において、ISA の大幅な制度改正が公表され、2014

年 7 月 1日から適用されている。主な変更点としてまず挙げられるのが、年間限度額

の引き上げである。元々、ISA の年間限度額はインフレ連動で引き上げられることと

なっているが、これは物価上昇率を大幅に上回る引き上げであった。第二に、預貯金・

公社債投信などを投資対象とする預金型 ISA の拡大・利便性向上である。預金型 ISA

のみの場合、従来 ISA の年間限度額の半分までとされていたのが、預金型 ISA だけで

年間限度額一杯まで拠出することが可能になった。さらに、従来は認められていなか

った株式型 ISA から預金型 ISA への移管も可能になった。加えて、株式型 ISA の投資

対象も拡大された。個人がウェブサイトを通じて資金の借り手に融資できるピア・ツ

ー・ピア・レンディング（peer to peer lending、我が国でいうソーシャル・レンディ

ング）が ISA の投資対象として包含され、また、従来は 5 年以上とされていた債券の

残存期間に係る制約が撤廃された。 

これまでは ISA 口座から引き出すと、その年度はその分の非課税を受ける権利はな

かったが、2015-16年度からは ISA 口座から引き出しても、同年度内であれば口座に

戻し入れると再び非課税を享受できるようになった18。 

さらに、住宅取得支援を目的として、2015年秋から｢Help to Buy: ISA｣というスキ

ームが導入されている19。このスキームでは、16 歳以上の個人が銀行や住宅金融組合

などを通じて｢Help to Buy: ISA｣口座を開設・貯蓄すると、毎月の積立上限は 200 ポ

ンド（28,800  円、1ポンド＝142円）、これに対して 25%に相当する 50 ポンド（7,100 

円）が住宅購入時に利用できる補助金として政府から上乗せされる。また、貯蓄した

額および補助金、口座内で発生した利子を含め非課税となる。｢Help to Buy: ISA｣口座

は口座開設時に 1,000 ポンド（14.2 万円）、その後月間 200 ポンド（2.8 万円）ま

で預け入れ可能となっている。 補助金の上限は貯蓄額の 25%で月間 50 ポンド（約

7,100 円）、合計 3,000 ポンド（42.6 万円）である。 

                             
17 www.hmrc.gov.uk/statistics/isas/statistics.pdf  

www.jsda.or.jp/shiryo/houkokusyo/files/houkoku_uk_isa_20121101.pdf  
18 HM Revenue and Custom “Individual savings account （ISA） statistics”,                                 

Gov.UK, Budget, “2015: some of the things we've announcedò,  18 March 2015, 
www.gov.uk/government/news/budget -2015-some-of-the-things-weve-announced,                  
【国際投信投資顧問投信調査室、2015年 3 月 30 日、投信調査室コラム】日本版 ISA の道 その 95  

19 HM Treasury, “Help to Buy: ISA, scheme outline”, March 2015, p5-6, 
www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/413899/Help_to_Buy_ISA_Guidance.pdf  
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① 株式型 ISA（Stocks and shares ISA） 

18歳以上の居住者が、ISA マネージャー（プロバイダー）として認可を受けた証券

会社、銀行、保険会社、投資信託委託会社等に株式型として開設し、年間 15,240ポン

ド（216万円、1ポンド＝142円）を上限として株式、公社債、投資信託、保険などの

金融商品に投資し、その金融商品から生じる利子、配当、譲渡益を非課税とするもの

である。また、これらの収益分配金は、口座に振り込まれても自動再投資であれば年

間拠出限度額には参入されない（図表 10）。 

なお、投資額については、年間投資額は上限があるが、累計投資額には上限は定め

られていない。 

 

図表 10 : ISA における年間拠出上限額の推移 

 
 

*1: 2008-09(2008 年 4 月 6 日)に始まる年度から非課税限度額の引き上げが行われている。 2010-11 

2014-15の大幅引き上げを除き、インフレ率に連動した引き上げとなっている。 

*2: 2009 年 10月 6 日より、50 歳以上だった人は、2009 年 4 月 6 日に始まる年度の非課税限度額が 10,200 

ポンド(預金型 ISA は 5,100ポンド)に引き上げられた。50 歳未満の人は翌年度の 2010 年 4 月 6 日 

から 10,200 ポンド（預金型 ISA は 5,100ポンド）に引き上げられた。 

*3: 2014 年 4 月 6 日に始まる年度の 15,000 ポンドへの引き上げは、2014年 7月 1日より適用。 6 月 

30 日までは 11,880ポンド(預金型 ISA は 5,940 ポンド)。 

（注）課税年度は 4 月 6 日より翌年 4 月 5日まで 

（出所）HM Revenue and Custom ñIndividual savings account （ISA） statisticsò,  

Gov.UK, Budget, ñ2016: some of the things we've announcedò, 16 March 2016, 

https://www.gov.uk/government/news/budget -2016-some-of-the-things-weve-announced 

【国際投信投資顧問投信調査室、2015年 3 月 30 日、投信調査室コラム】日本版ＩＳＡの道  

の 95 」を基に作成 

 

  

ISA

1999-00 7,000 3,000

2000-01 7,000 3,000

2001-02 7,000 3,000

2002-03 7,000 3,000

2003-04 7,000 3,000

2004-05 7,000 3,000

2005-06 7,000 3,000

2006-07 7,000 3,000

2007-08 7,000 3,000

2008-09 7,200 3,600 *1

2009-10 7,200/10,200 3,600/5,100 *2

2010-11 10,200 5,100 *1

2011-12 10,680 5,340 *1

2012-13 11,280 5,640 *1

2013-14 11,520 5,760 *1

2014-15 11,880/15,000 5,940/15,000 *3

2015-16 15,240 15,240

2016-17 15,240 15,240
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② 預金型 ISA（Cash ISA） 

16歳以上の居住者が、ISA マネージャー（プロバイダー）として認可を受けた証券

会社、銀行、保険会社、投資信託委託会社等に預金型として開設し、年間 15,240ポン

ドを上限として、預貯金や MMF 等に資金拠出し、その利子・配当を非課税とするも

のである。株式型 ISA と同様に、収益分配金は、年間拠出金に参入されない。 

居住者は、株式型 ISA と預金型 ISA に同時に投資をすることができるが、年間投資

額は、両方合わせて、年間 15,240ポンドである。 

 

③ ジュニア ISA（Junior ISA） 

18歳未満の居住者が、ISA マネージャー（プロバイダー）として認可を受けた証券

会社、銀行、保険会社、投資信託委託会社等に、株式型 ISA と預金型 ISA をジュニア

ISA として、年間合わせて 4,080 ポンドまで、それぞれ開設することができる（図表

11）。 

なお、ジュニア ISA は、子供を名義人とした ISA であるため、当人が 16歳になる

まであらかじめ指定した名義人の保護者が管理し、16歳からは名義人が管理するが 18

歳になるまで資金を引き出せないという点で ISA と異なる。ジュニア ISA は、名義人

である子供が 18歳になった時点で ISA となる。年間の拠出件数及び投資金額の推移に

ついては、下図のとおりである。 

 

図表 11: ジュニア ISA における年間拠出上限額の推移 

 
（注）2014 年 6 月 30 日以前 3,840 ポンド、2014 年 7 月 1日以降 4,000 ポンド。 

（出所）HM Revenue and Custom 「Individual savings account （ISA） statistics」 を基に作成 

 

＜参考＞小額投資非課税制度（NISA）20 

NISA は、20 歳以上の国内住居者を対象とした日本の制度で、一人につき一口座開

設できる。非課税の対象となる製品は上場株式など、公募投資信託の配当や譲渡益で、

投資額の限度額は年間 100 万円（2016 年度より 120万円）、積立残高上限 500 万円

非課税期間は 5 年である。なお、投資可能期間は 2014 年から 2023 年の 10年間に限

定されている。また、2016 年度よりジュニア NISA が始まり、NISA との相違点は、

限度額が年間 80 万円、積立残高上限 500 万円、対象が 20 歳未満（口座は親権者が管

理）である。NISA を「本家」である ISA と比較すると、ISA の年間上限額（拠出限度

額）が約 216万円で積立残高上限がない一方で、NISA では預金型が認められていない

ことなど、NISA では非課税措置と投資対象が限定的である。また、NISA の口座開設

                             
20政府広報オンライン www.gov-online.go.jp/useful/article/201306/3.html  

2011-12 3,600

2012-13 3,600

2013-14 3,720

2014-15 3,840/4,000

2015-16 4,080

2016-17 4,080
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数は 2016年 9 月末で約 1,049万口座となっており21、人口が日本の約半分である英国

ISA の 1,266万口座を下回る水準となっている。 

 

図表 12: ISA における年間拠出口座件数の推移 

 
（注）年度は 4 月 6 日～4 月 5 日 

（出所）HMRC  「Individual savings account （ISA） statistics」 より作成 

 

 

図表 13: ISA における年間拠出金額の推移 

 
（注）年度は 4 月 6 日～4 月 5 日 

（出所）HMRC  「Individual savings account （ISA） statistics」 より作成 

                             
21 金融庁ウェブサイト http://www.fsa.go.jp/policy/nisa/20160708 -1/01.pdf 
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図表 14: 英国 ISA と NISA の制度概要 

 
（出所）英国政府ウェブサイト(ISA)          www.gov.uk/individual -savings-accounts 

(ジュニア ISA)  www.gov.uk/junior -individual -savings-accounts/overview 

     政府広報オンライン (NISA)          www.gov-online.go.jp/useful/article/201306/3.html  

金融庁ウェブサイト (ジュニア NISA)  www.fsa.go.jp/policy/nisa2/about/junior/overview/index.html  

上記資料を基に作成 
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第 3 章 郵便貯金の概要 

1. 設立目的・沿革概要 

過去数年の組織変更を経て、現在英国ではポスタル・サービシズ・ホールディング・

カンパニー（Postal Services Holding Company Limited, PSH）が郵便関連分野の政府

持ち株会社という形になっている。PSHは政府が全額出資しており、郵便集配を行な

うロイヤルメール・ホールディングス（Royal Mail Holdings）と、郵便局を運営する

郵便局株式会社（Post Office Ltd.）を傘下に持つ形になっていた。しかし、ロイヤル

メールは民営化され、PSHの出資比率は現在 15%まで低下しており、最終的に政府の

持株は全て売却される予定である。一方、郵便局は PSHの 100%子会社である。 

郵便局は、民間金融機関が提供する貯蓄商品やリテール金融サービスを窓口で販売

する代理店として機能しているものの、現在の英国においては、いわゆる「郵便貯金

銀行」は存在しておらず、郵便局は直接的に郵便貯金の勘定を持っていない。また、

郵便局は独自のリテール金融商品を取り扱っていない。 

歴史を紐解けば、1861年 9月の 1861年郵便貯蓄銀行法（Post Office Savings Bank Act 

1861）に基づいて設立された郵便貯蓄銀行において、郵便貯金が取り扱われていた。

当初、郵便貯蓄銀行は郵政省（General Post Office）によって管轄されていたが、1969

年に郵政省が公社化されたことに伴い、郵便貯蓄銀行の管轄は財務省の外局の国民貯

蓄庁に移管され、国民貯蓄銀行（National Savings）と改称された。その後、国民貯蓄

銀行は、2002 年の機構改革によって名称が NS&I と変更された22。 

一方、郵政省は公社化する前年の 1968年に郵便振替業務を行なうナショナル・ジャ

イロ（National Giro）を設立しており、公社化後も郵便振替銀行を通じて、郵便局に

おいて貯金や郵便振替のサービスが提供されることとなった。ナショナル・ジャイロ

は、1978年に郵便振替銀行（National Girobank ）と改称されており、英国における「郵

便貯金銀行」として認知されることとなった。しかし、1981年の郵便公社と電気通信

公社の設立を契機とした郵政改革の流れの中で、郵便振替銀行は 1990年にアライアン

ス・アンド・レスター（Alliance & Leicester）住宅金融組合に売却される形で民営化さ

れた。これによって既に触れた公的貯蓄金融機関である NS&I は存在するものの、「郵

便貯金銀行」と呼べる機関は姿を消すこととなった。 

現在の郵便局は金融機関には区分されておらず、2011年郵便法（Postal Service Act 

2011）が適用されるのみとなっている。 

 

2. 組織・経営形態 

(1) ロイヤルメールの上場民営化 

郵便局株式会社（Post Office Ltd.）は、2012年 4 月以前は、郵便集配事業を行なう

ロイヤルメール・グループ（Royal Mail Group, RMG）の傘下企業として、郵便窓口業

務を行っていた。また、当時のロイヤルメール・グループは、政府が全額出資するロ

イヤルメール・ホールディングス（Royal Mail Holdings plc, RMH） の完全子会社と

いう関係になっていた。 

しかし、2012年 4 月の組織再編によって、郵便集配事業を担当するロイヤルメール・

                             
22 NS&I 公式Webサイト http://www.nsandi.com/about -nsi-who-we-are-story-nsi 
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グループ（RMG）と、郵便局の運営を行なう郵便局株式会社（Post Office Ltd.）が、

それぞれロイヤルメール・ホールティングス plc (RMH) の完全子会社として並列関係

になり、業務においては RMG と郵便局の間で 10年間の協働契約がこの時に締結され

ている。 

RMG と郵便局の並列化は、RMG の民営化を先に見据えたものであった。2013 年

10 月には、RMH をポスタル・サービシズ・ホールディング・カンパニー（PSH）に

改称するとともに、PSHが100％の株式を保有するロイヤルメール plc（Royal Mail plc）

を設立、RMG をさらにその傘下の 100％子会社とした。PSHはロイヤルメール plc の

株式 10％を従業員に売却した上で、同社株式のロンドン証券取引所上場と同時に 60%

の株式を売却。これによって PSHのロイヤルメール plc に対する持ち株比率は 30％ま

で低下し、ロイヤルメール plc の民営化上場が実現した。 

政府は、上場時の目論見書23において同社株の追加放出を示唆しており、2015 年 6

月 4 日には全株を売却する計画を発表24、同 11日に 15％分の売却を完了した25。政府

のプレスリリースによると、法律及び同社の監督官庁である情報通信庁（Ofcom）26が

同社にユニバーサルサービスを強く義務付けていることから、同社株式を保有する理

由がなくなったとしている。最終的な株主構成は、従業員が 11％（政府がさらに 1％

無償供与する予定）、民間 89％になることが決まっている。 

 

図表 15: ロイヤルメール･ホールディングスの組織図（2012 年 4 月以前） 

 
 

 （出所）Royal Mail plc , ñAnnual Report and Financial Statements 2013-14ò 

ニッセイ基礎研究所、「英国の郵政事業体、ロイヤルメールの上場 

－組織分離による上場実施と郵便局体制維持の両立－」2014 年 8 月を基に作成 
 

 

                             
23 Royal Mail plc  Prospectus,  27 September 2013,  p119  

www.royalmailgroup.com/sites/default/files/Full_Prospectus.pdf  
24 2015年 6 月 4 日付政府プレスリリース

www.gov.uk/government/news/chancellor -announces-4-billion -of-measures-to-bring -down-debt 
25 2015年 6 月 11日付政府プレスリリース

www.gov.uk/government/news/government -sells-15-of-shares-in-royal-mail -at-500p-per-share 
26 2011年郵便法によって、2011年 10月にロイヤルメール・グループを所管する規制機関がPostcommから、情報通信産業

に係る公正取引・競争政策を所管してきた情報通信庁（Ofcom）に移管されている。 

RMH 100

plc RMH)

100

RMH 100

PSH

50
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図表 16: ロイヤルメール・ホールディングスの組織図（2012 年 4 月～2013 年 9 月） 

 
（出所）Royal Mail plc , ñAnnual Report and Financial Statements 2013-14ò 

ニッセイ基礎研究所、「英国の郵政事業体、ロイヤルメールの上場 

－組織分離による上場実施と郵便局体制維持の両立－」2014 年 8 月を基に作成 

 

 

図表 17: ポスタルサービス・ホールディングカンパニー（PSH ）の組織図（2013 年 9 月以降） 

 
 

（出所）Post Office Structural Chart 2014 

http://corporate.postoffice.co.uk/sites/default/files/Post%20Office%20Structure%20Chart%202014%2010%2030ppt.pdf   

などを基に作成 
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ロイヤルメールの上場民営化は、1990年代の鉄道事業ブリティッシュ・レールを分

割民営化して以来のロンドン市場における大型上場民営化案件であった。公開価格で

算出した上場時の時価総額は 33億ポンド（2013年 10 月 11日、約 5,200 億円、1ポン

ド＝157円）である。 

ロイヤルメールの株価は上場以来、公開価格を上回って推移しており、投資家の視

点において上場民営化は成功したと言えよう。公開価格は 3.3 ポンド（公開時の仮条

件 2.6～3.3 ポンドの上限で決定）、上場初日の終値は 4.56 ポンドであった。2014年

1月に一時 6 ポンド台をつけた後、概ね 4～5ポンド程度での推移が続いている。 

他方、政府の内部や一部の国会議員からは、好調な株価の推移をみて公開価格が低

すぎたのではないか、或いは公開価格設定のプロセスが不透明であったのではないか

との批判も出ている。 

 

図表 18: ロイヤルメールの株価推移 

 

（出所）London Stock Exchange 

 

(2)  郵便局の経営形態 

一方、郵便局は、ロイヤルメール・グループの民営化プロセスとは一線を画し、中

長期的に持続可能な郵便局経営を実現するため、近隣のコミュニティや民間セクター

が各郵便局の経営に関与できる「相互組織化」を推進する検討がなされている。 

 

(3) 金融サービス提供の形態 

①概要 

郵便局の金融サービスは、窓口や ATM、電話、インターネット、職員等の営業チャ

ネルを通じて提供されている。 



 

23 

請求書に対する送金決済サービスは、スペインのサンタンデール銀行に買収された

アライアンス・アンド・レスター銀行経由で行われている27。近年、郵便局ではインタ

ーネット経由の販売を強化している。ウェブサイトを見ると、一番目につく左上の角

に、金融と保険のサービスメニューを配置しており、金融・保険サービスへの注力が

窺える。 

また、郵便局における販売促進の観点から、職員向けの人材研修を行うとともに、

FSA（当時）が策定した「顧客への適切な対応指針（Treating Customers Fairly Agenda）」

の遵守に力点を置いている。 

 

②郵便局 

郵便局の郵便局数は、11,648 局（2016 年 6 月末）28あり、全て代理店（agency post 

office）方式で運営される。代理店とは、サブ郵便局長（subpostmaster）によって運

営されているサブ郵便局を指す。アウトリーチ局は、フランチャイズ方式で独自に店

舗等を持っているフランチャイズ・郵便局（大きなフランチャイジーとして生協や WH

スミス社等）、移動店舗（168 の村を移動店舗が巡回）、特定の日時だけサービスを

提供する地域のコミュニティセンターや喫茶店、提供サービスを限定している地元商

店等を含む。また、サテライトと呼ばれるアウトリーチに類する局や主要局（営業時

間を延長）、地方局（コンビニエンスストアとの兼営店舗で営業時間も長くなる）も

アウトリーチ局に入る。近年、郵便局は郵便局改革に取り組んでおり、顧客利便性を

高めた主要局と地方局を増やしている。 

なお、郵便局の数としては最も多いサブ郵便局を運営しているサブ郵便局長は、独

立した個人事業主である。郵便局と契約を結び、自己の小売店等を提供し、他の小売

ビジネスの一部として郵便局業務を運営しており、郵便局から固定収入と取扱量に応

じた収入（平均で年 1万ポンド程度）を得ている。 

郵便局数自体は、近年減少傾向にあり 2008 年には 2,006 局もの郵便局が減少して

いる。ただ、政府はこれ以上の郵便局の削減は行わず、11,600 以上の郵便局数を維持

するとしている29。 

また、郵便局は農村部や都市貧困地域にも数多くの店舗網をもっており、総郵便局

の 54.4％が農村部、11.3％が都市貧困地域に設置されている。 

 

 

 

 

 

 

                             
27 Royal Mail Holdings, Annual Repo rt and Financial Statements 2013-2014. 
28 Jennifer Brown, Lorna Booth, ñThe Post Officeò, Briefing Paper No.7550, 15 Nov. 2016, House of Commons Library 

http://resea rchbriefings.parliament.uk/ResearchBriefing/Summary/CBP -7550 
29 2013年 11月 27付政府プレスリリース 

www.gov.uk/government/news/post -office-secures-additional -government-investment-to-complete-branch-modernisati
on 
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図表 19: 郵便局数の推移 

 
（出所）郵便局株式会社「The Post Office Network Report 2015」を基に作成、

http://corporate.postoffice.co.uk/sites/default/files/network%20report%202014 -15.pdf 

 

図表 20 : 郵便局数の地域別割合 

 
（出所）郵便局株式会社「The Post Office Network Report 2015」より作成 

 

なお、代理店における金融サービスの提供については、基本的に郵便局株式会社本

社が策定したガイドラインに従って運用が行なわれており、基本的な部分は統一的な

2008 1Q 13,567 -485 -3.5%

2Q 13,165 -402 -3.0%

3Q 12,524 -641 -4.9%

4Q 12,046 -478 -3.8%

2009 1Q 11,952 -94 -0.8%

2Q 11,956 4 0.0%

3Q 11,942 -14 -0.1%

4Q 11,923 -19 -0.2%

2010 1Q 11,905 -18 -0.2%

2Q 11,872 -33 -0.3%

3Q 11,832 -40 -0.3%

4Q 11,847 15 0.1%

2011 1Q 11,820 -27 -0.2%

2Q 11,798 -22 -0.2%

3Q 11,785 -13 -0.1%

4Q 11,801 16 0.1%

2012 1Q 11,818 17 0.1%

2Q 11,816 -2 0.0%

3Q 11,799 -17 -0.1%

4Q 11,783 -16 -0.1%

2013 1Q 11,780 -3 0.0%

2Q 11,742 -38 -0.3%

3Q 11,717 -25 -0.2%

4Q 11,718 1 0.0%

2014 1Q 11,696 -22 -0.2%

2Q 11,686 -10 -0.1%

3Q 11,631 -55 -0.5%

4Q 11,627 -4 0.0%

2015 1Q 11,634 7 0.1%

11.3%

34.3%54.4%
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サービス提供が行なわれている。もっとも直営店には、金融商品について具体的な説

明ができる専門的なアドバイザーを配置している店舗がある一方、代理店の金融サー

ビスに対する理解度は、店によって差があるのが実態で、申込用紙等の書類のみの提

供にとどまっている店舗も多い。そのため、実際に全ての店舗において金融サービス

の具体的な内容についての説明や相談を十分に受けられる訳ではない。 

 

(4) 窓口取扱時間 

多くの郵便局において、平日は 9：00-17：30、土曜日は 9：00-12：30 まで営業し

ているが、局によっては、8：30 から営業し、平日は 18：00、土曜日は 13：00 に終

了するところもある。 

ATM は 24 時間営業しているところが多い。2012年 4 月の組織改革によって、郵便

局は以前よりも独自の経営判断に基づく収益力の向上が求められるようになることか

ら、より利用者ニーズに合致した窓口運営が今後行なわれていくものとみられている。 

 

3. 主な業務内容 

(1) 預金業務概要 

郵便局は販売代理に特化することで多様な貯蓄商品や金融サービスを提供している。

窓口業務としては、送金や小切手の現金化の他、主要な提携先金融機関に口座を有す

る者に対する現金の預入・引出し、残高確認等のサービスを提供している。特に、現

金の預入や引出し等の基本的な生活インフラとしての重要な機能については、銀行店

舗へのアクセスが悪い地域において郵便局が重要な金融チャネルとなっている。 

貯蓄口座を含む金融商品のラインナップは、提携している英国アイルランド銀行

（Bank of Ireland UK）の商品が中心となっており、当座預金や貯蓄預金に係る口座

（Online Saver, Reward Saver, Instant Saver, Premier Cash ISA30, Fixed Rate Cash ISA, 

Junior ISA）がある。 

郵便局で取り扱っている貯蓄商品及び投資商品の概要は図表 21の通りであり、それ

ぞれ預入限度額が定められている。個人貯蓄口座（ISA）については利子課税について

非課税の取扱いとなっている。 

なお、貯蓄商品の利率について図表 21ではウェブサイトに掲載されている標準的な

利率を掲載しているが、実際には地域の実情や他の金融機関との競争状況に応じて、

郵便局毎に差を設けることが許容されている。 

 

また、20 行弱の提携先の主要金融機関に口座を保有している顧客は郵便局のカウン

ター等で現金の引出し、現金や小切手の預入、残高確認を原則、無料でできる。この

うち、英国アイルランド銀行との提携では、クレジットカードや個人ローン（2,000

～25,000 ポンド）31といった消費者信用商品や、住宅ローンも提供されている。その

他、送金サービスや外国為替の取扱いや、集金業務の受託も行なっている。  

                             
30 ISA は個人貯蓄口座（Individual Savings Account）の略称で、一定の上限額以下の資金について利子、配当、売却益等の
非課税措置が取られている。 

31 個人ローンは、英国アイルランド銀行の子会社である Bank of Ireland Personal Finance Ltd.によって提供されている。 



 

26 

 

図表 21: 郵便局における商品ラインナップ 

 
（注）2016 年 3 月 

（出所）郵便局株式会社の資料を基に作成 

 

図表 22: 郵便窓口で代行可能な提携銀行・住宅金融組合の金融サービス一覧 

 
（注）2016 年 3 月末 

（出所）郵便局株式会社の資料を基に作成 

 

 

-

1.61%
1.86%
2.01%

-

1.60%
1.85%
2.00%

-

-

ATM

-

アイルランド銀行 ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ

スコットランド銀行 ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ na ／ na na ／ na

バークレイズ ƺ ／ ƺ × ／ × ƺ ／ × ƺ ／ ×

チュート × ／ - × ／ - ƺ ／ - ƺ ／ -

クライズデール銀行 ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ

ダンスケ銀行 ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ

ファースト・ダイレクト ƺ ／ - ƺ ／ - ƺ ／ - ƺ ／ -

ファースト・トラスト銀行 ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ × ／ × × ／ ×

ハリファックス ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ × ƺ ／ ×

HSBC ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ

ロイズ銀行 ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ

ネーションワイド ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ × ／ × × ／ ×

ナットウエスト ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ × ／ × × ／ ×

サンタンデール ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ

スマイル ƺ ／ - ƺ ／ - ƺ ／ - ƺ ／ -

コーポラティブ銀行 ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ

RBS ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ × ／ × × ／ ×

TSB ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ

ウルスター銀行 ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ × ／ × × ／ ×

バージン・マネー ƺ ／ - ƺ ／ - ƺ ／ - × ／ -

ヨークシャーバンク ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ ƺ ／ ƺ

現金引出 残高確認 各種支払 小切手預金

当座預金口座／普通預金口座
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郵便局が提供金融商品として英国アイルランド銀行の金融商品を取り扱っているの

は、既に英国では 4 大銀行の寡占状態であり、これら銀行の金融商品を取り扱う余地

がないためである。他の銀行の金融商品の取扱いについて検討していたところ、アイ

ルランド銀行は地理的にも近く、英国での市場開拓を希望していたこともあり、双方

の希望が合致したことにより提携したものである。同銀行は、北アイルランドを除く

英国の主要地域では、郵便局以外のチャネルを通じた金融商品の提供は行っていない。 

 

(2)  資金運用方法 

郵便局は、他の金融機関からの受託業務として金融商品の販売窓口業務を行ってい

るため、預入された資金は提携先の金融機関が運用している。 

 

(3) 貸付業務概要 

郵便局では、住宅ローンやクレジットカード、個人向けローンも英国アイルランド

銀行の商品を販売している。これらの商品は、英国アイルランド銀行の子会社 Bank of 

Ireland Personal Finance Ltd が提供している。 

 

(4) 送金・決済業務概要 

電力・ガス・水道料金や企業（クレジットカードや小売業など）向けの消費者から

の払込・返済のための口座引落し、現金回収も行っている。バーコード付きの請求書

を読み込んで振込をする専用の ATM（「Paystation」）もある。 

 

(5) 海外送金・外国為替 

国際送金に関しては、国際郵便為替・振替や MoneyGram 社の国際送金ネットワー

クを使った送金・受取も可能である。外国為替については、郵便局と英国アイルラン

ド銀行が折半で 2002 年に設立したファーストレート（First Rate）社が取扱っている。

同社ウェブサイトおよび Annual Report 32によると、同社のサービスは国内トップシェ

アを占め、海外旅行するイギリス人の 4 人に 1人が利用しているとしている。 

 

(6) 付随業務概要 

保険についても、他社の生損保商品の販売を行っている。例えば、旅行保険は、ア

ジアス・インシュランス（Ageas Insurance Ltd）が引受保険会社である。自動車保険

や住宅保険は保険ブローカーBISL の商品を扱っている。ペット保険は英国アクサ・イ

ンシュランス（AXA Insurance UK plc）の商品を、バイク保険はデヴィット・インシ

ュランス・サービシズ（Devitt Insurance Services Ltd）が複数の引受保険会社の商品

をアレンジして提供している。 

企業向け（個人事業者及び小規模事業者）の保険は保険ブローカーのヒース・ラン

バート（Heath Lambert Ltd）がアレンジしている。 

生命保険は英国アビバ・ライフ・アンド・ペンションズ（Aviva Life & Pensions UK 

                             
32 Post Office 「Annual Report and Financial Statement 2014-15」  
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Limited ）が提供しており、郵便局の生命保険のウェブサイトの運営も同社が運営して

いる。最高保障額は 50 万ポンドである。 

なお、（他行も含めて）住宅ローンや銀行口座の申し込みの際に必要な身元証明書

類のコピー確認サービスなどがある。 

 

4. 会計基準と財務諸表 

郵便局の収入の事業別構成比をみると、金融サービスが 2015-16 年度で 31.1％を占

めている。これは郵便・小売（小売・宝くじ販売等）の 38.9％に次いで高い構成比で

ある。免許やパスポートの取次ぎなどの政府サービス、ブロードバンドなどを含む通

信サービスはそれぞれ 13.1%、13.3%を占めた。 

 

図表 23: 郵便局の収入内訳（201 5-16 年度） 

 
（注）政府補助金は含まれない、 

（出所）郵便局株式会社「Annual Report and Financial Statement 2015-16」 を基に作成 

 

38.9%

31.1%

13.1%

13.3%

4.0%
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第 4 章 金融セクターにおけるリテール金融機関の特徴 

英国のリテール金融機関として、信用組合、住宅金融組合（building societies）、国

民貯蓄投資機構（NS&I）、郵便局株式会社が挙げられる。 

英国の金融セクターは、大手銀行による寡占市場の状態にある。リテール金融機関

である住宅金融組合のうち大手は銀行に転換した。信用組合は総英国におけるリテー

ル金融機関として重要な役割を果たしているものの、金融セクターにおけるシェアは

1%未満と小さい。また、現在の英国においては、いわゆる「郵便貯金銀行」は存在し

ておらず、郵便局は郵便貯金の勘定を持たず、独自の金融商品を取り扱っていない。 

 

1. 郵便局株式会社（Post Office Ltd.） 

(1) 郵便局の特徴 

郵便事業については全国同一料金によるサービス提供の義務が郵便法に明記されて

いるが、金融サービスに関するユニバーサルサービス提供の義務は見当たらない。 

 

(2)  金融市場の中での郵便局の競争力 

既に触れたように英国における郵便貯金は、郵便局が民間金融機関の商品を取り扱

っているに過ぎず、貯蓄金融機関と呼ぶべき民間の住宅金融組合や信用組合といった

金融機関はその規模も比較的小さく、金融システム全体におけるシェアも目立つ規模

ではない。政府の貯蓄金融機関である NS&I も資産運用規模は 1,351億ポンド（2016

年 3 月末）であり、住宅金融組合全体の 3 分の 1程度の規模しかない。英国における

貯蓄金融機関が金融システム全体に占めるウェイトは比較的小さいと言える。 

英国政府は社会保障などの給付金の郵便小切手等の郵送を廃止して口座振り込みに

するために、2003 年 4 月より口座がない人に郵便局でカードを使って給付金を引き出

せる口座を持たせることとした33。この口座は、社会保障等政府からの給付金の受取人

で銀行の当座預金口座がない人のためのもので、手数料は無料で最低預入金の義務も

ない代わりに、送金や当座貸越も原則できない口座である。銀行は「basic bank 

account」、郵便局は「post office card account」と称している。16の銀行による「basic 

bank account」の提供が 2003 年に始まってから、政府の社会保障や税関連の給付・還

付金の送金として郵便局でアクセス可能な口座が約 240 万口座開設された。 

 

2. 信用組合 

(1) 信用組合の特徴 

英国では、1980 年代に低所得者層の居住地域が地理的に集中し、それと同時期に銀

行支店の再編・統合が進展したため、低所得地域では大幅な支店数の減少がみられた。

この時代の流れの中で、一定地域の住民や企業が金融サービスから疎外・排除される

いわゆる「金融サービスからの疎外（financial exclusion）」が社会問題化した。この

問題を解決する観点から、信用組合の発展や役割の拡大が期待され、国・地方自治体

                             
33 前節の英国流の「Universal Banking」参照。 
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が税制上の優遇や補助金による助成を行っている。 

 

(2)  金融市場の中での信用組合の競争力 

信用組合は会員制であり、監督当局から営業地域を限定されていることから、各地

域におけるコミュニティや職域の繋がりを生かした営業を行っている。 

信用組合の最大の特色は、こうした繋がりを生かした会員の相互扶助を全面に打ち

出して、銀行などが扱わないコストが嵩む小口の個人ローン（affordable loan）を提供

している点であろう。しかし、資金調達面では銀行や郵便局のような幅広い貯蓄・投

資商品を提供するわけではない。とくに、11,600 以上のネットワークを展開する郵便

局が最大のライバルと言える。銀行や郵便局に対する資金調達面での劣位を挽回する

ために、多くの信用組合では、会員に対して少額の生命保険を無料で提供するなどし

ている。 

 

3. 住宅金融組合 

(1) 住宅金融組合の特徴 

住宅金融組合は、信用組合と同様に会員制の相互組織が義務付けられていたが、1986

年の住宅金融組合法改正で株式会社化（銀行化）が可能になり、法改正前に 80 以上あ

った組合数は合併などによって 2016年 12 月末には 45まで減少した。 

一方で、信用組合とは異なって営業地域や個人が他地域の会員になることが制限さ

れていないことから、合併によってシェアを拡大し、同社の会員数は 1,440 万人と英

国の人口のほぼ 4 分の 1を占めている。 

 

(2)  金融市場の中での住宅金融組合の競争力 

今日の大手住宅金融組合は利用者から見れば商業銀行と遜色がなく、例えばネイシ

ョンワイド住宅金融組合では、住宅ローンだけでなく、個人ローンの取扱いも行なっ

ている。加えて、決済性の預金口座に加えて、貯蓄口座、投資商品、クレジットカー

ド、保険等の取扱いも行っている。ネイションワイドや住宅金融組合協会会長を出し

ているスキップトンといった大手は、インターネットの貯蓄性預金金利比較サイトで

しばしば上位に入ることからも窺われる通り、預金獲得に積極的である。一方、寡占

化が進んでいることから、下位の組合の競争力は脆弱になっている可能性がある。住

宅金融組合協会のアニュアルレポートによれば、会員へのサービスを充実させること

で、銀行との違いを訴求することを強調している。 

 

4. 国民貯蓄投資機構（NS&I） 

(1) 国民貯蓄投資機構の特徴 

NS&I は沿革からみても、政府による貯蓄促進機関としての機能を果たしている。さ

らに、英国債をリテール市場で消化する機能も果たしており、資本市場においても重

要な役割を果たしてきたが、現在は貯蓄促進機関としての色彩のほうが強い。 
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(2)  金融市場の中での国民貯蓄投資機構の競争力 

NS&I の競争力は、国営の貯蓄促進機関として顧客に与える安心感と、貯蓄商品が民

間金融機関にはない独自性があるものであることによるところが大きい。 

とくに、商品の独自性については、プレミアム・ボンドや年金受給者向け債券が例

として挙げられよう。プレミアム・ボンドは、英国国債の金利部分が当せん金として

購入者に再分配される仕組みで、購入者は金利を受け取れない代わりに、抽選で最大

100 万ポンドの当せん金を受け取る権利を得る。いわば貯蓄と宝くじを組み合わせた

商品である。また、2015年 1月から 5 月まで 65 歳以上を対象に発行された年金受給

者向け債券は、金利条件が満期 1年で 2.8%、満期 3 年で 4%であり、他の金融機関な

どで提供される金利より高めに設定された（英国の政策金利は 2016年8 月より 0.25%

で定期預金は 1%前後）こともあり、100 万人超が購入したことから総購入額は 130 億

ポンド（約 2 兆 3000 億円）超に達し、英国における近年の個人投資家向け金融商品

販売で最大規模となった34。 

 

5. 金融セクターにおけるリテール金融機関の位置付け 

個人金融資産を金融資産別割合でみると、2015年では保険・年金基金が 58.8％、現

金・預金が 24.4％、投資信託と株式・出資金を足した証券投資額が 11.5％となってい

る。保険・年金基金のうち 80％強が年金基金である。過去 5年間の推移を見ると、保

険・年金基金がやや増加している。 

 

図表 24 : 英国における個人金融資産の内訳推移 

 
 

（出所）英国：Office for National Statistics, ñUnited Kingdom Economic  Accounts, Q3 2016ò 

日本：日本銀行資金循環統計（2016 年第 3 四半期）を基に作成 

 

  

                             
34 2015 年 5 月 16 日 英国政府（Gov.UK）プレスリリース

https://www.gov.uk/government/news/more -than-a-million -buy-popular -pensioner-bonds 
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(1) 現金・預金残高 

個人企業を含めた個人預金残高は 2002 年以来増加基調にある。個人預金残高の約

90％が流動性預金となっている。 

 

図表 25: 個人現金・預金残高の推移 

 
 

（出所）Office for National Statistics, ñUnited Kingdom Economic Accoun ts, Q3 2016òを基に作成 

 

(2)  個人の負債総額 

個人企業を含めた個人の負債総額は 1.62 兆ポンド（2015年 12月末）と、同年の GDP

に対して約 9 割の水準である。 

 

図表 26: 個人負債雄残高の推移 

 
 

（出所）Office for National Statistics, ñUnited Kingdom Economic Accounts , Q3 2016òを基に作成 
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(3) 保険・年金準備金残高 

2015年 12月末の個人企業を含めた個人向けの保険・年金準備金の合計は、3.5兆ポ

ンド、GDPの約 1.9倍に達している。 

 

図表 27: 保険・年金準備金等の残高推移 

 
 

（出所）Office for National Statistics, ñUnited Kingdom Economic Accounts , Q3 2016òを基に作成 

 

(4) 投資信託残高 

個人企業を含めた個人が保有する投資信託の残高は、4,487 億ポンド（2015年 12月

末）である。 

 

図表 28: 投信残高の推移 

 
（出所）Office for National Statistics, ñUnited Kingdom Economic Account s, Q3 2016òを基に作成  

 

 上記の家計金融資産・負債データと、リテール金融機関のデータを見ると、リテー

ル金融機関、特に住宅金融組合（Building Societies）が大きな役割を果たしている様

子が窺われる。住宅ローン市場において、住宅金融組合のシェアは 21%に達している
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（2015年 12月末）35。預金シェアの正確なデータは見当らないが、家計金融資産デ

ータを見る限り、住宅金融組合のシェアは 10%台後半と見られる。これに対して、信

用組合の規模は小さくなっており、預金・貸出におけるシェアは 1%未満にとどまる。 

 

                             
35 Building Society Association Yearbook 2016/17 
https://www.bsa.org.uk/information/publications/industry -publications/bsa -yearbook-2016-17 
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第 5 章 最近の金融動向と今後の展望 

1. 最近の金融動向等 

(1) リテール銀行のリングフェンス 

銀行セクターの大規模な改革を通じた金融の安定化と競争促進を目指して、2010 年

6 月に「独立銀行委員会」（Independent Commission on Banking, ICB）が設置された。

ICB は 2011年 4 月に中間報告書を公表し、銀行及び住宅金融組合に対して、投資銀行

部門とリテール銀行部門を分離し、リテール銀行を運営するリングフェンス・バンク36

を設立することを提言した。その後の検討を経て、2011年 9 月に最終報告書37を公表

している。最終報告書のポイントとしては、①個人及び中小企業に対して預金サービ

スを提供し、オーバードラフト（当座貸越）を提供することを義務付けること、②リ

ングフェンス・バンクが金融グループにおける 1 つの金融機関として位置づけられる

場合には、独立性を確保する措置を講じることなどを提言している点が挙げられる。 

ICB による最終報告書を受けて、財務省により ICB の提言を法制化する作業が進め

られた。2012年 6 月にはコンサルテーションペーパーが公表されている。コンサルテ

ーションペーパーでは、①リングフェンスにかかわる規制の対象から住宅金融組合が

除外され、銀行のみがその対象となること、②銀行についても預入額が 250 億ポンド

未満の場合には当該規制の適用を除外するとされ、ICB の最終報告書よりも適用範囲

を限定する内容となっていた。 

リングフェンスに関する ICB の提言内容は、2013年 2 月、銀行改革法案（Banking 

Reform Bill）として下院に提出され、2013年 12月 18日に上院で可決された38。その

後、健全性監督機構（PRA）が、以下の 5 項目を骨子として 2015年 12月末を目途に

具体的規則等の策定し、2019年からの法律施行を予定している。しかし、財務省・金

融行為監督機構（FCA）が各金融機関からヒアリング等を行ったところ、上位行を中

心にリングフェンスを設けるためには膨大なコストがかかることから、法律施行に対

して強い反対の声が上がっている39。 

① 預金者や小規模事業者の預金をリングフェンスで守り、浮き沈みの激しい投資銀行

業務から分離することによって、銀行が破綻した場合にも納税者を保護する 

② リテール業務と投資業務の分離に関して PRAに強制力を付与し、両業務の分離に

関する銀行の責任を明確にする 

③ より高度な行為基準を銀行業界に求め、銀行を破綻させ得る悪質な不正行為に対し

て刑事罰を導入する 

④ 銀行が破綻した場合には、金融サービス補償機構（FSCS）のスキーム下にある預

金について保護する権利を預金者に与える 

⑤ 損失に対する銀行の対応力を高めるために、政府が自己資本規制等を課す強制力を

持つようにする 

                             
36 一般預金者を保護する方策として、ユニバーサルバンクの組織内においてリテール銀行業務の子会社化を図ること。2008
年のリーマンショックで投資銀行部門の破綻や不振がリテール金融部門の健全性に大きな影響を与えたことから、リテー
ル金融部門をいわばフェンスで囲うような形で、投資銀行部門のリスクから一般預金者を保護しようとするものである。 

37 ICB, Final Report Recommendations, September 2011. 
38 http://services.parliament.uk/bills/2013 -14/financialservicesbankingreform/stages.html  
39 Emma Dunkley and Martin Arnold, “Global banks fret over UK ringfencing rules” Financial Times dated June 19 2015 

www.ft.com/cms/s/0/a1ac7434 -15c6-11e5-be54-00144feabdc0.html  

http://services.parliament.uk/bills/2013-14/financialservicesbankingreform/stages.html
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⑥ 高金利の消費者ローンに限度額を設ける 

 

こうした金融機関の姿勢を受けて、健全性監督機関（PRA）は、2015年 10月 15日

付のコンサルテーションペーパーで、リングフェンスの規制対象となる金融機関に対

して2016年1月29日までに最終案に近い対応策をPRAと金融安定政策委員会（FPC）

に提出するように求めている。これらの対応策をもとに、PRAは個別の金融機関と協

議を行う姿勢を示している40。 

 

(2)  個人向け金融商品販売制度改革（Retail Distribution Review , RDR） 

英国では 2012 年 12 月末に個人向け金融商品販売制度改革（Retail Distribution 

Review, RDR）が実施された。これは個人投資家がより適切な投資助言を受けること

ができるようになることを目指した規制体系の見直しであり、リテール金融市場で提

供される商品とサービスに対する投資家の信頼回復を目的とする。主な内容は、①投

資アドバイスに対する報酬の徴収方法、②アドバイザーの区分の明確化、③アドバイ

ザーの専門性向上、についての規制を柱とする。 

①投資アドバイスに対する報酬の徴収方法については、アドバイザーやプラットフ

ォーム会社41が運用会社から手数料を受け取ることが禁止され、投資家から直接受け取

ることとされた。②アドバイザーの区分の明確化については、特定の金融機関の商品

に偏らないアドバイスを提供する独立フィナンシャル・アドバイザー（independent 

financial adviser）と、特定の金融機関の商品に限定してアドバイスを提供する限定フ

ィナンシャル・アドバイザー（restricted financial adviser）の 2 種類に分類された。

③アドバイザーの専門性向上については、アドバイザーの資格要件として大学入学程

度の学位を要求するとともに、資格取得後も継続的な専門的な能力開発の取組みが義

務化された。 

この中でも、特に①投資アドバイスに対する報酬の徴収方法が注目されている。こ

の規則の目的は、手数料の透明性向上によって投資家がより適切なアドバイスを受け

ることができるようにすることである。アドバイザーが販売時の投資家向けサービス

の対価を運用会社から受け取る方式では、投資家に対する適合性の原則を優先せず、

手数料の多寡によって商品を選択しかねないという懸念が挙げられる。 

RDRのネガティブな側面としては、アドバイザー数の減少や投資コストの増加が指

摘されている。実際、投資初心者など本来アドバイスを受けるべき投資家が、投資コ

ストの可視化によりアドバイスを受けないといった事態も生じている。また、大手銀

行の中にも、アドバイス提供の基準として投資可能資産額を設けるところも出てくる

など、投資可能資産額の小さい投資初心者にとってアドバイスを受けにくい状況とな

っている。 

 

 

                             
40 Prudential Regulation Authority , Consultation Paper| CP37/15, ñThe implementation of ring -fencing: prudential 

requirements, intragroup arrangements and use of financial market infrastructuresò, October 2015, 
www.bankofengland.co.uk/pra/Pages/publications/cp/2015/cp3715.aspx  

41 プラットフォーム会社とは、主にオンライン上で投信等を販売するための棚台（プラットフォーム）を提供する、FCAに
証券業の認可を受けた証券会社。①個人投資家向け直販チャネル（我が国でいうオンライン証券）、②アドバイザー向け
販売支援チャネル、の 2 種類の販売チャネルがある。 
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(3) 信用組合に係る制度改革 

信用組合に係る制度改革も進んでいる。2011 年 11月には 1979 年信用組合法及び

1965年産業・共済組合法を改正する立法改革令（Legislative Reform Order）が成立し、

2012年 1月から施行された。 

この改正の背景としては、地域における金融機能強化の観点から信用組合に対する

期待が高まったことや、信用組合のプルーデンス基準を引き上げる反面、資金調達を

含む活動の自由度を高めるための規制緩和を行なう必要があったこと等の事情がある。

これまで信用組合への加入条件が他の国と比べて厳格であった「共通の絆」の範囲が

拡大されたこと、従来禁止されていた法人（会社）組合員を認めた（持分の 10％を取

得可能とする）こと、株式会社における種類株式に相当する組合の優先組合員持分や

劣後組合員持分を認めたこと、配当の代わりに預金に対する利子を支払うことを可能

としたこと、手数料を自由化したといったことであり、伝統的な信用組合概念を一部

変更する内容となっている点で注目に値する。 

また、設立時の資本要件及び自己資本比率維持要件を厳格化している反面、貸出限

度額については若干規制を緩和している。旧 FSA規則の信用組合に対する規則・指導

等が記載されているクレジット・ユニオン・ソースブック（Credit Unions Sourcebook, 

CRED）において、Ⅰ分類の信用組合においては設立時の資本要件が 1,000 ポンドと

され、自己資本比率維持要件については定めがなかったが、CRED の改訂版クレジッ

ト・ユニオン・ソースブック（CREDS）によれば、設立時の資本要件が 10,000 ポン

ドに引き上げられ、自己資本比率は 3％以上に維持することが求められることになっ

た42。これに対して、Ⅱ分類の信用組合については、以前から自己資本比率を 8％以上

に維持することが求められており、この点については改訂された CREDS においても

同様となっているが、設立時の資本要件は 5,000 ポンドから 50,000 ポンドに引き上

げられている43（図表 29、30）。 

 

図表 29: 従来の信用組合に係る自己資本比率規制と貸出限度額 

 
（出所）FCA 「Hand Book, CREDS」 を基に作成 

 

図表 30 : 新たな信用組合に係る自己資本比率規制と貸出限度額 

 
（出所）FCA 「Hand Book, CREDS」 を基に作成 

 

 

                             
42 CRED8.3., CREDS5.3. 
43 CRED8.4., CREDS5.4. 

区分 Ⅱ分類

設立時の資本金要件 5,000ポンド

自己資本比率が5％未満 自己資本比率が5％以上

貸出限度額
組合員の出資額に5,000

ポンド未満を加えた額

組合員の出資額に

10,000ポンドを加えた額

全ての出資額の1.5％

又は組合員の出資額に

10,000ポンドを加えた額

Ⅰ分類

1,000ポンド

なし
自己資本比率維持要件

リスク調整後自己資本

比率8％以上を維持

区分 Ⅱ分類

設立時の資本金要件 50,000ポンド

自己資本比率が5％未満 自己資本比率が5％以上

貸出限度額
組合員の出資額に7,000

ポンド未満を加えた額

組合員の出資額に

15,000ポンドを加えた額

全ての出資額の1.5％

又は組合員の出資額に

15,000ポンドを加えた額

10,000ポンド

自己資本比率維持要件
自己資本比率3％以上を維持 リスク調整後自己資本

比率8％以上を維持

Ⅰ分類
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なお、Ⅰ分類及びⅡ分類という区分は、信用組合の貸出限度額規制にも適用されて

おり、Ⅰ分類の貸出上限は、自己資本比率が 5％以上の信用組合が組合員の出資額に

10,000 ポンドを加えた額となっていたが、改訂された CREDSでは 15,000 ポンドを

加えた額に引き上げられ、自己資本比率が 5％未満の信用組合の場合には、組合員の

出資額に 5,000 ポンドを加えた額から、7,500 ポンドを加えた額に引き上げられてい

る44。Ⅱ分類の信用組合における貸出上限額は、全ての出資額の 1.5％又は組合員の出

資額に 10,000 ポンドを加えた額が貸出上限額となっていた45が、1.5％又は組合員の出

資額に 15,000 ポンドを加えた額に改正されている46。 

 

2. マイクロファイナンスなどソーシャルファイナンスの現況等 

英国では、国内で経済発展が遅れている地域内の個人や中小企業（250 人未満）、

更に、地域再生事業にマイクロファイナンスを提供し続けるコミュニティ開発融資機

関（Community Development Finance Institu tion , CDFI）がある。また、それを促進

する税制としてコミュニティ投資税額控除（Community Investment Tax Relief , CITR）

という制度がある。2002 年財政法（Finance Act 2002）に基づき、CDFI に投資する

投資家に対して、投資額の最大 25％までを投資開始年から最長 5年間にわたり毎年税

額控除することができる47。 

業界団体であるリスポンシブル・ファイナンス（Responsible Finance）48によれば、

CDFI51機関による融資残高は約 2.5億ポンド（前年比 45%増）であり（2015年 12月

末）49、融資残高だけを見れば信用組合に近い規模となっており、金融排除の観点や社

会的に弱い立場にある人にとっては無視できない機関となっている。 

また、新規事業の資金調達手段として、クラウドファンディングやピア・ツー・ピ

ア・レンディングが注目されている。これらの資金調達手法は、クラウドファンディ

ングやピア・ツー・ピア・レンディングの運営会社のウェブサイトを通じて行われ、

証券の公募増資に伴う目論見書が不要であるなど低コストがメリットとして挙げられ

る一方、詐欺などの懸念も指摘されている。 

こうした中、金融行為監督機構（FCA）は 2014年 3 月、クラウドファンディング及

びピア・ツー・ピア・レンディングに関する最終規則を公表した。本規則は、クラウ

ドファンディングないしピア・ツー・ピア・レンディングの運営会社に、投資家に対

してリスクを明確にすること、借り手が返済不能となった場合のセーフティーネット

を整えさせることを目的とし、2014年 4 月より適用が開始された。具体的には、クラ

ウドファンディングについては、公募に係る規制を適用しないことには変わりないも

のの、プロ顧客や洗練された投資家、投資助言を受けた投資家、投資可能資産の 10%

以上を投資しない投資家のみに提供されることなどが規定された。他方、ピア・ツー・

ピア・レンディングについては、消費者金融が英国公正取引庁（Office of Fair Trading）

から FCA へ所管が移ったことに伴い、行為規制や資本規制など FCA の規制・監督に

                             
44 CRED10.3.2., CREDS 7.3.2. 
45 CRED10.3.4. 
46 CREDS 7.3.4. 
47 歳入関税庁（HMRC）ウェブサイト
（https://www.gov.uk/government/publications/community -investment-tax-relief -citr/community -investment-tax-relief -ci
tr） 
48 前身はコミュニティ開発金融協会（Community Development Finance Association, CDFA）で 2015年に改名。 
49 Responsible Finance, ñResponsible Finance: The Industry in 2015ò, 2015年 12月, 

http://responsiblefinance.org.uk/policy -research/publications/   
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服することとなった。 

 

(1) コミュニティ開発融資機関（CDFI）の概要と経営状況 

CDFI は主要な銀行へのアクセスが困難な人々のために、政府の支援を受けて設立さ

れた。従来、英国では主要銀行による寡占が進んでおり、信用組合を除いて、リテー

ル金融機関はあまり発達してこなかった経緯がある。CDFI 自体は米国で先行して誕生

したソーシャルファイナンス機関であり、英国においても米国をモデルとしている。

英国では 52（2016年 7月末）50の CDFI が活動しており、①ソーシャルベンチャーを

含む小規模事業者に対するコミュニティファイナンス、②クレジットカードを持てな

い等、金融排除の対象となっているような個人に対するファイナンス、③ビジネスマ

イノリティに対するファイナンス、④相対的低所得者向けの住宅ローン等に取り組ん

でいる。 

 

(2)  コミュニティ開発融資機関（CDFI）による融資実態 

コミュニティ開発融資機関（CDFI）による個人向けローンは、2006 年以降、融資

残高、融資件数ともに概ね増加しており、特にリーマンショックのあった 2008 年以

降、急増している（図表 31）。 

 

図表 31: CDFI による個人向けローンの実績推移 

 
 

（出所）Responsible Finance, ñResponsible Finance: The Industry in 2015òを基に作成 

 

(3) コミュニティ開発融資機関（CDFI）に対する政府の支援 

                             
50 Responsible Finance, ñ10 Years of Responsible Finance reportò, 2016年 3 月, 
http://responsiblefinance.org.uk/policy -research/publications/  
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先の労働党政権は、金融排除問題に取り組んでいたことから、コミュニティ開発融

資機関（CDFI）に対する政府のイニシアティブがあり、財源の半分近くは政府からの

補助金が占める。このほか、銀行や地方政府に加え、欧州連合（EU）や個人投資家な

どからの出資で賄われている。一方、融資に対する返済は年々悪化する傾向にあり、

回収不能率は中小企業向け融資では融資額全体の 12.6%、個人向けローンは同 13.6%

と高く（2015年 12月末）、CDFI によっては資金不足に陥っている。今後 CDFI を取

り巻く状況について注視する必要がある。 

 

3. 英国銀行業界の統合による寡占化の進展 

英国の銀行業界再編については、1990年までは国内行同士の統合が進んだが、1990

年以降は住宅金融組合の株式会社化に伴って、住宅金融組合と銀行の合併が進み出し

た。図表 32 はロンドンとスコットランドの 1960 年に存在した 16の銀行が現在の 4

大銀行グループに統合される経緯と、これら 4 大銀行の保有する資産の増大の様子を

示している。1960 年では資産総額の GDP に対する割合は 32％であったが、2010 年

にはその割合は約 450％となっており、英国の銀行全体では、500％を超えている51。 

 

図表 32: 英国における銀行統合の推移（1960 年～2010 年） 

 
（注）太字はイングランドの銀行、細字はスコットランドの銀行。 

（出所）BOE 「Quarterly Bulletin 2010 Q4 , Evolution of the UK banking system」 を基に作成 

 

英国の大手銀行が破たんした場合、英国経済にとって甚大な影響が及ぶことが予想

されるため、2008 年の金融危機時に政府による支援が相次いだ。現在、英国政府は、

ロイズ TSB（Lloyds TSB）銀行とロイヤルバンク・オブ・スコットランド（RBS）、

更に大手の住宅金融組合から銀行転換したノーザン・ロック銀行（Northern Rock）に

                             
51 BOE, Quarterly Bulletin 2010 Q4 , p.325. 
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出資している。 

近年は、スペインのサンタンデール（Santander）銀行の英国進出が顕著になり、2004

年にアビー・ナショナル買収後、2008 年の危機の際に、ブラッドフォード&ビングレ

イ（Bradford & Bingley）52とアライアンス&レスター（Alliance & Leicester）の両銀行

（元住宅金融組合）を買収した。議会の銀行監督基準委員会は 2013年 6 月に公表した

報告書の中で、英国 4 大銀行の寡占化が進む国内銀行市場におけるサービス向上を目

的として、銀行間の競争強化と銀行間の預金移管の規制緩和を提言した。実際、銀行

業の新規参入は増加しており、2016年までに最大 10行が IPO を果たすとの見方もあ

った。すでに 2014 年 6 月にワン・セービングス・バンク（Onesavings Bank）、11月

にはバージン・マネー・ホールディングス（Virgin  Money Holdings）、2015年 3 月に

オルダーモア・グループ（Aldermore Group）とショーブルック・グループ（Shawbrook 

Group）が上場した。メトロ・バンク（Metro Bank）も 2016年 3 月に IPO を実施し

た。 

 

図表 33: 最近上場した金融機関 

 

 
（出所）London Stock Exchange 

 

4. 英国における金融リテラシーの向上策 

英国では、国民の資産形成が不十分であることが長年の課題とされており、例えば、

保険・資産運用大手スコティッシュ・ウィドウズ（Scottish Widows）による英国の年

金調査レポートでは、18歳以上かつ年収 1万ポンド以上の調査対象者 5,216人のうち、

55%は退職後に向けて十分な貯蓄ができていないとされている53。また、特に、リーマ

ンショック以降は、規制の緩いノンバンクセクターによる過剰な貸付や高利貸しが社

会的にも問題となっており、利用者の金融リテラシーの向上の必要性が指摘されてい

る。 

英国では、政府としても以前から金融リテラシーの向上に取り組んできた経緯があ

り、しばしば我が国においても着目されてきている。英国では、2000 年金融サービス・

市場法（FSMA）により、FSA（当時）が「公衆の啓発」を行うこととされていた。同

法を改正した 2010 年金融サービス法では、金融危機を踏まえた消費者保護の強化と並

                             
52 英国政府に住宅債権を売却後、サンタンデールの子会社になっていたアビー・ナショナルに預金と店舗ネットワークを売
却。 
53  ñThe Scottish Widows UK Pensions Report 2013ò Scottish Widows, June, 2013 

上場日 銀行
上場価格

（ペンス）
上場時の時価総額
（百万ポンド）

調達額
（百万ポンド）

2014年6月 ONESAVINGS BANK PLC                170 423          42      

2014年6月 TSB BANKING GRP PLC                260 1,425          455      

2014年11月 VIRGIN MONEY HLDGS (UK) PLC        283 1,246          150      

2015年3月 ALDERMORE GROUP PLC                192 770          75      

2015年4月 SHAWBROOK GROUP PLC                290 770          90      

2016 3 METRO BANK PLC 2,000 1,600          400      
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んで、国民の金融リテラシーをより高める必要性があるとの考えから、「公衆の啓蒙」

が「公衆による金融事情等の理解の向上」に置き換えられた。さらに同法で、国民の

金融リテラシー向上を担う機関の設立が規定されたことを受け、消費者金融教育団体

（Consumer Financial Education Body）が設立され、2011年にマネー・アドバイス・

サービス（Money Advice Service, MAS）に改称された54。MASは、金融行為監督機構

（FCA）が金融機関に賦課する課徴金を資金源とし、FCA から国民の金融リテラシー

向上の役割を受託しており55、個別銘柄の推奨等を含まない一般的アドバイスを主にオ

ンラインで無償で提供している。また、あらゆるメディアを通じて一般の利用者に対

して金融リテラシーを高めるためのキャンペーンを実施しており、テレビ CM 等も活

用して、過剰な借入や無計画な家計を戒める等の宣伝活動も行っている。 

金融教育と言う観点からは、これまで金融機関等によって学校教育の中で各種の寄

付講座が設けられてきたが、こうした取組みの効果については必ずしも検証されてお

らず、金融機関側において利用者に分かりやすい商品を提供することの重要性が指摘

や、児童や学生ではなく、実際にお金に接している勤労世代に対する教育をより重要

視すべきであるとの指摘もなされている。 

このような中、英国では 2011年 1月に教育省が全国学校教育カリキュラムの見直し

を発表し、専門委員会等での議論を経て 2013年 2 月に「学校教育課程見直しの枠組み

に関する提案書（The National Curriculum in England ï Framework document for 

consultation）」が提示され、同年 7月に最終報告が公表された。また、同年 9 月にカ

リキュラムの見直しが決定され、英国では数学、公民科目のカリキュラムに、金融教

育の具体的内容が初めて盛り込まれることとなり、2014年 9 月から実施されている。 

英国では金融アドバイザーと呼ばれる投資・貯蓄・保険や家計に係る専門家がおり、

利用者のサポートを行っていることも知られているが、実際にこうした専門家を活用

できているのは人口の 20%程度にとどまっており、多くの利用者は MAS 等の公的機

関や金融機関からの情報に頼らざるを得ないのが実態となっている。 

 

5. 郵貯の今後の動向 

(1) 郵貯の経営形態 

英国に郵便貯蓄銀行は現在存在していないが、英国流の「ユニバーサルサービス」

の議論と郵便ネットワークの維持、リテール銀行への信頼回復の観点から、信用組合

の郵便局アクセスを自由にすべきとの議論が労働組合だけでなく中小企業や年金業界

でも起きている56。 

2011年 6 月に、ロイヤルメール・グループ会社の財政危機を克服するために、郵便

法が改正され、新たに 2011年郵便法が成立した。この内容は、規制体の変更も含まれ

るが、大きな改正は、ロイヤルメール・グループの株式を民間に放出（89%を民間に、

11%をロイヤルメール職員に）することを決定した点であった。一方、郵便局の相互組

織化（郵便局経営を地域の利用者、郵便局長、職員等からなる組織に任せる：

                             
54  MASの設立経緯については、井潟正彦、野村亜紀子、神山哲也「我が国に求められる義務教育・高等学校での金融経済

教育強化」『野村資本市場クォータリー』2013年秋号参照。なお、MASは有限責任保証会社（company limited by guarantee）
で、FCAにより指名された役員等（会長と CEOは財務省の承認も必要）が保証人として各々1ポンド預託している。 

55  FCA ñMemorandum of Understanding between the Financial Conduct Authority (the FCA) and the Money Advice Serviceò 
Spring 1 2013. なお、FSAの権限が 2013年 4 月に、金融行為監督機構（FCA）と健全性監督機構（PRA）に移譲された。 

56 Gilson, Christopher (2010) A state-owned Post Bank could restore trust in UK retail banking, reinvigorate Royal Mail and 
tackle financial exclusion. British Politics and Policy at LSE (02 Nov 2010) Blog Entry. , http://eprints.lse.ac.uk/41473/  
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mutualisation ）の可能性を確保した点が注目に値する57。相互組織化のメリットの一

つに、赤字から脱却できない場合や後継者探しの点で行き詰まっている場合に、相互

扶助の観点から地元コミュニティが救済することで郵便局を新たな形態で残すことが

できる点が挙げられる。 

 

(2)  郵便局の相互組織化（mutualisation ） 

ロイヤルメール・グループの民営化プロセスとは異なり、郵便局については、その

社会的意義に鑑みて公益性を維持する組織として政府が 100％株式を保有することと

なった。また、政府は郵便局ネットワークをこれ以上減少させずに現状を維持するこ

ととした。その背景には、前政権が主導する形で過去数年間、郵便局の閉鎖が進めら

れたことが、厳しい世論の批判に晒された経緯がある。 

しかし、これまでも郵便局ネットワーク維持のために、政府から補助金（2015年ま

での 4 年間で計 13億 4,000 万ポンド、2015-18年にさらに 6 億 4,000 万ポンド）が交

付されることになっている。郵便局は中長期的に一層の効率化・合理化が必要とされ

ており、持続可能な郵便局経営を実現するため、近隣のコミュニティや民間セクター

が各郵便局の経営に関与できるよう、政府は各郵便局を「相互組織化」の推進を検討

している。相互組織化によって、例えば営業時間の柔軟な設定が可能となる等、利用

者の利便性が高まると期待されている。 

政府が 100%を保有するポスタルサービシズ・ホールディング（PSH）の株式を実際

に所管し、関係する施策を検討しているのがビジネス・エネルギー・産業戦略省

（Department for Business, Energy and Industrial Strategy, BEIS）58であり、相互組織

化についても同省が議論を主導している。BEIS の前身 BIS は 2011年郵便法を踏まえ

て 2011年 9 月にコンサルテーションペーパー59を公表し、郵便局に係る事業戦略の在

り方や相互組織化について意見の募集を行った。このパブリックコメントを踏まえた

政府方針が 2012年 7月に公表された。60 

また、英国議会もこれらの方針を踏まえて相互組織化による所有形態について提言

している61。2012 年 7 月の政府方針では細かく可能性を提言しているが、英国議会の

ペーパーでは協同組合など「消費者」による相互会社、又はサービスプロバイダーな

どの「生産者」62による相互会社を提唱している。その後、より踏み込んだ検討を行う

ため、関係者フォーラムが開催され、2013年中に具体的なスキームを決定するとされ

ていたが、その後政権交代や政府機関統合などが重なり進展が遅れ、2016 年 11月に

国民に対する意見聴取（consultation）が BEIS より発表された63。同聴取を通じて地

                             
57 Legislation Gov UK、ñ Postal Services Act 2011ò,  www.legislation.gov.uk/ukpga/2011/5/contents  
58 ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）はテリーザ・メイ首相が任命後 2016年 7月にビジネス・イノベーション・
技能省（Department for Business Innovation & Skills , BIS）とエネルギー・気候変動省（Department of Energy and Climate 
Change, DECC）を統合して新たに設立された。 
59 BIS, Consultation document: building a mutual Post Office, September 2011. 

www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/175665/11 -1211-consultation -building -a-mutu
al-post-office.pdf 

60 BIS, ñBuilding a mutu al Post Office: the government's responseò, July 2012. 
www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/175666/12 -939-building -a-mutual -post-office
-government-response.pdf 

61 David Hough,“The Post Office: recent developments”House of Commons Library, 27 March 2014 
62 BIS, ñBuilding a mutual Post Office: the government's responseò, July 2012.によれば、地域によって農業などの生産者も想

定しているほか消費者と生産者が対等の立場で相互会社を作ることも提言している。 
63 2016 年 11 月 8 日付英国政府（Gov.UK）プレスリリース
https://www.gov.uk/government/consultations/post -office-network 
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方の 3,000 局を含め長年構築されてきた郵便局ネットワークの維持と近代化を主な目

的とした郵便局制度の在り方を検討する意向である。 

 

6. その他 

(1) 個人金融サービスにおける郵貯の競争力の発展動向 

郵便局では既に多様な金融機関の商品を取り揃えており、小切手の現金化や海外へ

の口座振込などのように無料のサービスも多い。組織再編と相互組織化によって郵便

局の経営の自由度は以前よりも高まっているはずであり、今まで以上に郵便局の個人

金融サービスは他のリテール金融機関との比較において競争的なもの（魅力的なもの）

になっていくことが期待されている。一方で、地域によっては金融サービスに対する

利用者ニーズが全体として低いケースがあるとされ、郵便局の職員の一部が金融サー

ビスの提供に対して抵抗感を持っているとの声もある。郵便局の今後の動向が注目さ

れる。 

 

(2)  新たな個人金融サービスの提供の動向 

郵便局の経営形態の変化に応じて、他金融機関からのサービスの受託範囲の拡大を

するのかが、注目される。また、郵便局では職員教育に力を入れており、金融サービ

スについても質の向上を目指している。 

 

(3) ロイヤルメール及び郵便局株式会社の直近の動向 

ロイヤルメールは配達事業の近代化を目的とした戦略のもと、過去 2 年間で IT サー

ビス会社を数社買収するなど、最新の IT システム構築に投資を増やしてきた。これに

より、IT システムを駆使した近代的サービスの提供が可能となり、デジタル切手の購

入や配送先記入の自動化のほか、配送荷物のリアルタイムでの追跡など利用者のメリ

ット向上が見られたとされている64。 

他方、郵便局株式会社は個人向けに SIM カード販売を主とした通信事業サービスの

提供を試験的に 2015年後半に開始したが、他の通信事業者との競争下では事業拡大が

厳しいとの考えから、1年強続けたサービスを 2016年 6月には止める方向となった65。 

                             
64 ロイヤルメール半期報告書（2016 年 11月 17日） 
http://www.royalmailgroup.com/sites/default/files/Royal%20Mail%20Half%20Year%202016 -17%20Results%20Presentati
on_0.pdf  
65 2016 年 5月 19日付 FT 記事 https://www.ft.com/content/a fa4a212-1d01-11e6-8fa5-44094f6d9c46  
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